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１．マクロ経済概況

（1）経常赤字と失業率の高さが課題

91年の独立以来ラトビアは、一貫した経済

政策の結果、比較的短時間に市場経済の基礎

が築かれ、経済成長のためのマクロ的前提条

件が作られた。

新しい経済システムへの移行当初は、他の

中・東欧諸国同様に生産と生活水準が劇的に

低下した。93年半ばにはGDPの急激な下落

は止まったが、一貫していない構造改革、そ

れに関連した95年の銀行・金融危機がラトビ

アの経済成長を妨げた。

90年代半ばに政府は民営化と簡潔な法令導

入を加速化させた。銀行危機の後、銀行査察

が再導入され公的財政が強化された。このこ

とが国家経済に好影響を与え、96年以降GDP

が上昇している。

98年半ばから99年にはロシア情勢が他国の

経済同様にラトビア経済の発展に影響を与え

た。その結果輸出が減少し、商業銀行での問

題発生により生産が減少し、銀行指標は悪化

し、国家歳入が計画通りに実現せず、失業率

が上昇した。しかし、ロシア危機によって引

き起こされた工業、農業の下落は、建設業と

サービス部門の活動の活発化によって補填さ

れ、穏やかではあったが国内生産は上昇した。

98年、99年の経済成長率はそれぞれ3.9％、

1.1％だった。

この良い傾向は2000年には益々明白にな

経済成長は2000年に回復
（ラトビア）
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と予測している。同国の産業構造は、貿易と輸送を主力としたサービス業が中心で、同産

業がGDPの約７割を生み出す。貿易収支は赤字が続く一方、サービス収支は黒字を記録し

ている。EUとの結びつきが強く、貿易額に占めるEUのシェアは50%を超えている。外国

直接投資の受け入れも順調で、90年代半ばには民営化に伴う直接投資、その後製造業の直
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本レポートはラトビア経済省が2000年12月に発表した「ラトビアの経済発展」と題す

る報告書を基に、同国の経済状況について概観する。
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り、輸出、工業、サービス生産は上昇し、鉄

道、港湾での貨物量は高い水準になった。投

資は急速に上昇し、金融システムは安定した。

2000年の９カ月間のGDPは前年同期比で

5.4％上昇した。

GDPの伸びは大部分が国内の需要と輸送

部門、小規模工業生産によって発生したもの

だった。建設業界も、基本的には修理、建て

替えの伸びによるものだが、比較的早く発展

した。農業、工業、採石業は2000年、多少後

退した。。

産業界の成長は主として西側諸国（木材加

工、金属加工）の安定した市場によって引き

起こされた。繊維産業、建築機械の生産は安

定していたが、食料、化学産業での生産は下

降気味で、これら産業はロシア市場を失って

その他の市場を開拓できなかったのが原因で

ある。2000年のラトビアの対ロシア向け輸出

は全財貨輸出の３～４％に過ぎなかった（98

年半ばは16％）。これは危機以前に対ロシア

向けにラトビアで使用された財貨量の約４分

の１に相当する。

ラトビアの主要貿易パートナーは欧州連合

（EU）である。EU諸国との貿易は再独立以

来着実に増加し、ラトビアの貿易額の60％近

くを占めている。2000年１～10月のラトビア

輸出相手国はドイツ（全体の16％）、ロシア

（同8.8％）、スウェーデン（同8.3％）、英国

（同8.3％）、リトアニア（同7.6％）であった。

再独立以来、旧社会主義国以外とほとんど

関係の無かった事実を考慮すると現在の輸出

入の構造は、政府による経済の方向転換が成

功してきたことを示している。99年２月10日、

ラトビアはバルト諸国で初めて世界貿易機関

（WTO）に加盟した。それはWTOの140カ国

との特恵国待遇を基礎にして積極的に外部経

済との関係を深めるものである。

これらはラトビアのマクロ経済の成長のた

めの前提条件である。ラトビアのインフレは

ここ数年間、移行経済国で最も低い。2000年

の平均インフレ率は2.6％であり、コア・イ

ンフレ（管理価格、非間接税、石油価格を除

外）は１％以下である。ただし、電気料金、

エネルギー税、公共輸送、住宅利子などの価

格は規制管理されているため、今後数年間は

大きな物価低下は予想されていない。

表１　主要経済指標�
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n.a.�
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13.1�
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△9.6�

9.1�

0.7997

6.6�

n.a.�

n.a.�

n.a.�
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�

n.a.�

n.a.�

n.a.�

n.a.�

7.8�
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6.0�

5.5�

1.5�

12.0�

3.0�

�

△1.7�

13.5�

△15.0�

△7.0�

7.0�

0.7997

（対GDP比）�

（注）予測�
出所：経済省�
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96～98年の政府の財政赤字はマーストリヒ

ト条約に決められた水準よりも低かった。さ

らにロシア危機、税収減により99年の財政赤

字の対GDP比は4.1％となった。また、2000

年の赤字は対GDP比で2.75％に達した。

94年以来、通貨ラッツはSDR通貨バスケッ

ト内におさまっている。これが不確定性を無

くし、為替リスクを少なくし、安定した基礎

条件を与えている。

ユーロは99年以来下落し、ドルが上昇して

いる。このため、ユーロ圏に輸出している部

門で大きな損失を引き起こしている。ドルで

の支払いが全ラトビア輸出の45％であり、約

３分の１がユーロであること、そしてサービ

ス輸出ではドルが主流（支払いの70％）であ

ることを考慮し、ラトビア中央銀行は現行の

為替率の政策を変更しないもようである。

EU加盟を目指すラトビアの次なるステッ

プは欧州通貨同盟（EMU）への加盟である。

そのためにはユーロに対するラッツの固定が

不可避である。既に現在、ラッツをユーロに

固定させる技術的障害は無いが、今のところ

計画はされていない。ラトビア中央銀行は、

ラトビアがEUに加盟するまでSDR通貨バス

ケットにラッツを固定させる決定を行った。

ラトビア銀行はロシア経済危機によって引

き起された影響を乗り越えた。銀行の活動を

形成する基礎的指標の全てを2000年までに

徐々に改善した。ローン金利は再独立前より

かなり低下した。ラトビア中央銀行の役割は

国家経済の枠の中で金融資源を保有し増大し

ている。国内預金と企業と個人に対する貸出

はGDPよりはるかに高い成長が見られる。

貸出が増加した理由として、経済が全般的に

活発化したこと、ビジネス環境の改善に伴う

信用リスクが低下したことがある。

ラトビアの抱える課題の一つが比較的大き

な経常赤字である。それはロシア危機の影響

で98年と99年の財貨輸出がGDPの10％近く

まで減少したことに起因する。2000年には改

善の兆候が強まり、2000年１～９月で経常赤

字がGDPの5.6％にまで改善した。経常赤字

が海外直接投資と長期ローンによって相殺さ

れているので、現在の水準は危険と見なされ

るべきではない。政府は赤字を削減させるた

めにあらゆる手段をとっている。具体的には、

輸入よりも輸出の成長を高めるための厳しい

財政政策と構造改革である。

高失業率も重大な問題である。98年半ばと

99年初めにロシア危機で多くの企業は従業員

解雇を余儀なくされた。失業率は99年４月に

は最高潮に達した。それでも５月の失業率は

低下し始め、2000年も低下を続け2000年末の

失業率は労働人口の7.8％となった。しかし

ながら実質失業率は基本的にはより高かっ

た。（ILO基準方式では2000年第３四半期の失

業率は13.1％）完全失業は既に数年間にわた

り13～14％の水準に留まっていた。４人に１

人の失業者は未熟練労働者を意味していた。

失業率は各地域と都市によってかなり相違

が見られる。最も困難な状況はラトガレ

（Latgale）にあり労働人口の20％以上が失業

状態の地域であった。ラトガレでは一人当た

りGDPが最も低く、リガ地域よりも２倍も

低い。これは経済発展と人々の収入での格差

が地域間で拡大しつつあることを示している。

経済成長の潜在力は投資の伸びによって説

明されるかもしれない。96年と97年の間にそ

れは20％以上上昇し、98年には44％と上昇し

た。投資の急速な伸びは幾つかの要因によっ

て促進される。すなわち①成功している民営

化による外国投資、②国際組織に評価された

ラトビアの高い信用、③利子率の低減と銀行

セクターの安定、④全分野の経済活動の活発

化、⑤将来における期待感の形成などである。

ただし、ロシア危機により99年の投資は98年

を下回った。

経済状況の改善に伴い、2000年の投資は再

び上昇を始めた。2000年１～９月で非財政的

投資は前年同期比で19％上昇した。これは、
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主として個人投資によるものである。

経済の再建設と近代化は外国投資なしでは

考えられない。ラトビアは90年代始めから多

くの外国投資を引きつけている。一人当たり

に換算した金額では、ラトビアは外国直接投

資の魅力の点で先行している中・東欧諸国に

近づいている。デンマーク、米国、ドイツ、

スウェーデン、英国、ロシアから大きな投資

が行われた。業種別では輸送・コミュニケー

ション、金融と工業が中心ある。

ラトビアでの投資信用性は、格付け会社ス

タンダード＆プア－ズ、ムーディーズ、フィ

ッチIBCAによって、中・東欧諸国で最も高

い評価を得ている。

来る数年間に多くの外国投資が国営企業の

民営化の結果としてラトビアに進出してくる

と予想される。しかし投資を誘致する大きな

鍵は安定したビジネス環境を作り上げる方策

を導入する政府の能力にかかっている。近い

将来、ラトビアに比較的優位がある部門でよ

り多くの外国投資が行われるだろう。すなわ

ち地理的優位性、利用可能な自然資源、そし

て低賃金ではあるが比較的良く訓練された労

働力と関連している部門である。

ラトビアにとって重要なプロジェクトはパ

ルプ工場建設プロジェクト（パルプ生産能力

は年間60万トン）である。このプロジェクト

が実施されれば年間１～２％のGDP成長に

寄与する。スウェーデン企業ソードラ、フィ

ンランド企業メツァリット－、そしてラトビ

ア政府が参加しているジョイントベンチャー

会社バルチックパルプの設立がそれだ。新設

企業の目的はパルプ工場のデザイン、工場建

設、そして稼動問題を提議することにある。

ラトビアはプラント工場の土地を提供する。

工場は2005年の稼動を予定している。

公共投資も徐々に増加しており主として金

融インフラが行われている。しかし他国と比

較すると依然低い水準にある。99年、政府予

算、政府供与クレジット、その他の金融公共

投資に対する財源からの資金はGDPの約

3.5％に達し（96年は２％、97年は2.7％）、

2000年にはGDPの４％となる可能性もある。

公共投資プログラム（Public Investment

Program，PIP）の資金は2001年にはGDPの

３.４％となるよう計画されている。減少は

主として政府の保証ローンが削減されること

による。

高い投資水準、EU暫定構造基金から補助

を受けられる可能性、ビジネス環境の改善で

経済は持続的に成長するとみられる。政府の

財政、金融政策は構造改革と同様に民間投資

と経済成長を促進させる。2001年のGDP成

長率は６％に達する見込みである。

（2）ビジネス環境の改善図る経済政策

91年以降、計画経済から市場経済への移行

が一貫して行われている。

アンドリス・ベルツィンスに率いられた政

府は2000年５月に作業を開始した。内閣宣言

の中で政府は前政府によって始められた作業

を継続すると述べている。政策目標の一つは

急速な経済成長の前提条件を作り出すことに

ある。具体的には、幅広い公共活動、地域の

経済活動での介入を促進させ、福祉での不利

な格差を軽減させ、同時に富裕さ、教育、そ

して健康な家族に向かって社会のそれぞれの

構成員に対して責任を課すことである。

政府目標は毎年のGDP成長率５～７％を

確保することである。この目標を達成させる

ために成長に必要な前提条件としてのマクロ

経済環境を強化させ続けることが必要で、毎

年２～４％の低いインフレを保持しつつ、為

替レートを安定させ、財政赤字を徐々に引き

下げ、経常収支を改善させることである。

政府は国営企業の民営化に大きな注意を払

ってきたが、それも終わりの段階を迎えよう

としている。わずかだが政府の独占部門があ

り、これらの民営化は政治的、経済的に重要

で複雑だ。大企業の民営化の問題はラトビア



経済の大きさに比較して余りに大きいことで

あり、それゆえその民営化は政治問題とされ

すぎている。最も重要なことは正しい戦略的

投資家を探し、政府の独占から民間の独占に

生まれ変わらないようにすることである。そ

れゆえに政府所有の大企業の民営化は一般非

独占化部門（例えば造船、固定電話回線）で

実施される。政府は大企業―La t v i j a s

kuguniecia（ラトビア造船会社）、Ventispils

Nafat、Lattelekomを民営化する業務を国際

的慣行にしたがって国際的投資銀行に委託す

ることを約束した。2000年の終わりに内閣は、

ラトビア造船会社の民営化を承認した。

政府の優先項目の一つは企業環境の改善で

あり、不等競争の解消、その他競争法の違反、

独占監視体制の確立である。海外投資評議会

との引き続きの対話は、政府がビジネス環境

の欠陥を認識し、同欠陥を解消するために活

動することが重要である。政府は現時点で簡

潔な通関手続き、税管理の簡素化、国内市場

の開発、建設許可の簡素化、ビジネス活動に

影響を与える監視の簡潔化などのビジネス改

善を目的とするいくつかの活動を実施してい

る。それはラトビアへの投資決定に好影響を

与える可能性がある。

2000年４月１日に発効した商業法は、環境

上の基本的改革を記載したものである。今ま

でさまざまな法律に散らばっていたビジネス

規制問題を集約し、時代遅れの条項を改善し、

債権者、そして少数株主保護のための安全シ

ステムを作るものである。

企業の財負担は徐々に軽減されている。

2001年１月１日を以って強制社会保険は１％

軽減された。企業の免税はそのほかの法律に

も含まれている。例えば、未完成の建物、機

械設備に対する不動産税は不要である。最も

重要な変化の一つは企業の所得税である。

中・東欧とそのほかの国々との間での外国投

資を求めての競争激化を考慮に入れ、企業の

所得税に対する法は、大投資プロジェクトに

対する免除を規定している。

政府は企業への課税減少のプロセスを継続

させることを計画している。さらに社会税、

資産税の減税が計画されている。小規模投資

での企業所得税の減税の可能性は、そのほか

特別財貨のグループに対する付加価値税の減

少同様、導入が検討されている。固定資産税

の再評価も検討中である。

政府補助許可の条件では海外投資調査、国

際展示会への参加、特許登録、革新的技術の

習得などが優先されている。

99年12月、ラトビアとEUの間で新しい段

階が記録された。というのは欧州理事会が

EU加盟交渉にラトビアを招請したからだ。

政府は2003年までにEUとの交渉を終わらせ

ることを宣言した。EUへの統合は法的調和

の手段、ラトビアのEU市場への統合過程を

含んだ、EUへの国家統合プログラムに従っ

て進められている。

欧州委員会はプログレス・レポートの中で

2000年のラトビアの業績に積極的な評価を下

した。国会開発プログラムでの作業は現在進

行中である。計画では、ラトビア政府とEU

基金から拠出される利用可能な資金をラトビ

アの開発優先項目と結びつけることにある。

２．国内総生産

（1）2000年にGDPの伸びは再び加速

99年のラトビアの経済はロシア危機によっ

て引き起された工業生産の減少により、実質

GDP成長率は1.1％となった。2000年には

GDPの成長速度が早まり、１～９月のGDP

成長率は前年同期比で5.4％上昇した。

工業の成長は主として輸出の潜在成長力に

よるもので、それは経済構造の中で財貨生産

部門シェアの成長をもたらす結果になった。

一方、98年のロシア危機の影響は主として

製造業でかなり明らかで、この影響はラトビ

ア経済の全ての部門に浸透し、99年の成長鈍

化につながった。サービス部門でも成長率が
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減速したが、2000年前半期にはサービス部門

の生産量は前年同期比で5.1％増加した。

また、GDPにおけるサービス部門のシェ

アは３分の２に達した。

99年後半期から始まった経済成長は以前の

経済成長（96年～98年の半ば）よりもさまざ

まな要因に立脚している。成長は財貨よりも

サービスの発展によって決定されている。
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表２　四半期ごとのGDP成長の推移�

（1996年第４四半期＝100）�

1997年� 1998年� 1999年� 2000年�

第１四半期�

第２四半期�

第３四半期�

第４四半期�

99.2�

108.1�

111.1�

110.7

108.7�

114.6�

113.7�

108.8

108.0�

114.5�

115.1�

113.0

114.0�

120.0�

121.9�

n.a.

出所：経済省�

表３　GDP（生産面）�

1998年�

伸び率�シェア�伸び率� 伸び率�シェア�

1999年� 2000年�
第３四半期�

国内総生産�

　　農業、狩猟、森林�

　　漁業�

　　鉱山業、石材業�

　　製造業�

　　電気、ガス、水供給�

　　建設�

　　サービス、内訳�

100.0�

4.1�

0.3�

0.2�

17.9�

5.3�

6.8�

65.4

100.0�

4.1�

0.4�

0.1�

15.3�

4.5�

7.1�

68.5

3.9�

△5.3�

△3.1�

8.2�

4.0�

1.7�

17.0�

4.5

1.1�

△8.3�

27.9�

9.9�

△5.9�

△5.2�

8.1�

5.1

5.4�

6.2�

9.7�

△0.7�

4.5�

△0.6�

4.8�

6.1

出所：経済省�

表４　GDP（支出面） 

1998年�

シェア�伸び率�シェア�伸び率�

1999年�

国内総生産�

　個人消費�

　政府支出�

　総固定資本形成�

　在庫変動�

　輸出�

　輸入�

3.9�

6.2�

6.1�

44.0�

－�

4.9�

19.0

1.1　�

5.5＊�

0.0＊�

△6.3＊�

－　�

△6.4＊�

△5.2＊�

100.0�

64.5�

21.4�

27.3�

0.3�

51.3�

△64.8

100.0　�

63.0＊�

20.5＊�

24.5＊�

2.3＊�

43.8　�

△54.1　�

（単位：％）�

（注）＊は予測値�
出所：経済省�



（2）経済省、２パターンの経済見通しを発表

経済省は２つの違った2006年までの中期発

展モデルを作成した。バリエーションⅠは輸

出増加を限られたものとし、バリエーション

Ⅱは輸出の成長がGDP増加の主たる要因と

なることを想定している。
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表５　GDP予測�

1999年�

バリエーション  I�

バリエーション Ⅱ�

100�

100

2000年�

5.7�

5.7

2001年�

5.0�

5.0

2002年�

5.0�

7.0

2003年�

5.0�

7.0

2004年�

5.0�

7.0

2005年�

5.0�

6.0

2006年�

5.0�

6.0

（注）99年を100として％で表示�
出所：経済省�

表６　GDP予測（生産面）�

2001年（注）� 2002～2006年（注）�

（年間平均）�

国内総生産�

　財貨生産�

　－農業、狩猟、森林業、漁業�

　－製造業、鉱山,石材業�

　－電気、ガス、水力供給�

　－建設業�

��

　サービス�

　－貿易�

　－輸送とコミュニケーション�

　－その他サービス�

5.0/6.0�

4.8/5.8�

3.8/4.0�

4.5/5.0�

1.0/1.5�

10.0/14.0�

�

5.1/6.1�

5.0/5.5�

2.0/2.5�

7.0/8.6

5.0/6.6�

4.8/6.3�

2.4/2.6�

5.0/6.6�

2.0/2.0�

8.1/11.4�

�

5.2/6.8�

2.1/6.3�

2.1/2.7�

6.8/9.1

（単位：％）�

（注）バリエーションI－分子、バリエーションII－分母�
出所：経済省�

表７　GDP予測（支出面） 

2001年（注）�

シェア� 伸び率� シェア� 伸び率�

2002～2006年（注）�

（年間平均）�

国内総生産�

　個人消費�

　政府消費�

　総固定投資�

　棚卸資産の変化�

輸出�

輸入�

貿易収支�

100.0�

62.4/62.3�

18.4/18.4�

27.8/28.1�

△0.1/△0.2�

46.4/46.3�

55.0/54.9�

△8.5/△8.6

5.0/6.0�

4.5/5.5�

0.5/1.5�

10.0/12.0�

－�

7.6/8.5�

7.7/8.7�

－�

100.0�

61.2/14.5�

15.0/14.5�

30.2/28.7�

△0.1/0.2�

50.0/51.4�

△56.3/54.9�

△6.3/△3.5

5.0/6.0�

5.3/6.1�

0.5/1.5�

6.8/7.4�

－�

7.9/10.5�

7.5/8.9�

－�

（単位：％）�

（注）バリエーションI－分子、バリエーションII－分母�
出所：経済省�

�



市場損失を補填するために、産業界の真剣

な再建、近代化が必要だが、それは投資と時

間を必要とする。そのプロセスを促進させる

ためには、輸出振興、競争強化、中小企業の発

展を育成するための政府援助が必要となる。

予測はトランジット輸送部門の発展可能性

を考慮しているがバリエーションⅠでは幾分

控え目になっている。バリエーションⅡでは

輸送部門の発展はロシア市場での有利な条件

と石油製品の市場改善により幾分改善される

と予想されている。好況なロシア経済が近い

将来ラトビアの産業生産の成長を刺激するこ

とも確かだ。このことが経済に追加投資を引

起し、その結果産業近代化のプロセスを加速

化させるだろう。

３．物価

（1）安定みせる物価上昇率

2000年12月の消費者物価上昇率は前年同期

比で1.8％増加し、2000年の年間平均では

2.6％であった。通常、消費者物価は年の初

めと終わりに上昇する。夏の価格の月間伸び

率は小さく、減少する月もある。2001年のイ

ンフレ率は２～３％以下にとどまるだろうと

予想されている。

消費構成品目の中で３分の１近くを占める

食料品の価格はほぼ99年初頭の水準にとどま

った。過去４年間での食料品の全体の価格は、

幾分激しい競争があるので、ほとんど変化し

なかった。しかし食料品は季節変動がかなり

見られる典型的な価格グループに属してい

る。果物、野菜の新収穫物が市場に現れると

すぐに価格が下がる。このため毎年７月、８

月、９月に価格の下落が見られる。

2000年の非食料品の価格上昇は、ほとんど

消費者物価指数の全体の上昇と一致してい

る。この部門での価格は非常にわずかに上昇

し、世界価格と結びついているオープンされ

た財貨部門の価格平準化が既に起こっている

ことが示される。

比較的大きな価格上昇はサービス部門で典

型的だ。このことは国際競争にさらされてい

ないことやいくつかのサービスが価格自由化

前に補助金を受けていることにもよる。政府

は価格管理（アパートの家賃）、補助金（公

共輸送）、など大きな資本を必要とするサー

ビスの価格管理を行っており、価格上昇は社

会的緊張を緩和するために制限されるべきで

ある。これらの価格の水準は、まだ先進諸国

における価格よりもはるかに低い。後者では

資本集約的サービスの資本の価格はサービス

の費用と対応している。資本集約的サービス
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表８　91～2000年の消費者物価の変化�

年�

1991�

1992�

1993�

1994�

1995�

1996�

1997�

1998�

1999�

2000

�

262.4�

958.6�

34.9�

26.3�

23.1�

13.1�

7.0�

2.8�

3.2�

1.8

�

172.2�

951.2�

109.2�

35.9�

25.0�

17.6�

8.4�

4.7�

2.4�

2.6

（単位：％）�

12月前年同月比� 年間平均�

出所：経済省�



の価格は、売り上げの収入がまず現実の費用

をカバーし、そして将来新投資が行われる時

に対応する費用に近づくまで上昇を続ける。

そのようなサービスの価格は一般的には、

人々の所得の成長に比例して成長する。

2000年７月以来ラトビア中央銀行はコア・

インフレーションと呼ばれる新しいインフレ

指標の公表を開始した。コア・インフレーシ

ョンは財、サービスの公的規制された価格、

間接税の影響、財、サービスの季節的価格変

動同様に燃料価格の変動を含まないインフレ

率である。2000年12月での年間消費物価イン

フレーションは1.6％だったが、コア・イン

フレ率は0.2％にすぎなかった。

４．国際収支と貿易動向

（1）成長過程に必要な経常赤字続く

ラトビアでは国内需要がGDPよりも大き

く、経常収支赤字を生み出している。このこ

とは国内投資の資金調達に海外預金が使用さ

れなければならないことを意味する。そのよ

うな過程は、ほとんどの移行期の国々で国内

需要がGDPよりも早く上昇する時に典型的

なものである。その結果、国内貯蓄は余りに

小さすぎることが判明する。一方では、活発

な民営化が主として海外直接投資のかたちで

海外資金を誘引している。この観点から、経

常赤字の拡大は正当化される。なぜなら投資
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表９　月別の消費者物価上昇率�

�

�

1999

�

�

１月�

２月�

３月�

４月�

５月�

６月�

７月�

８月�

９月�

10月�

11月�

12月�

�

�

1.2�

0.2�

0.0�

△0.1�

0.4�

0.7�

△0.9�

△0.2�

△0.3�

0.7�

0.8�

0.2

�

�

2.6�

2.7�

2.3�

1.5�

1.9�

1.9�

1.8�

2.1�

2.4�

2.9�

3.2�

3.2

�

�

4.3�

4.0�

3.7�

3.4�

3.1�

2.7�

2.5�

2.4�

2.3�

2.3�

2.3�

2.3

2000 １月�

２月�

３月�

４月�

５月�

６月�

７月�

８月�

９月�

10月�

11月�

12月�

1.1�

0.5�

△0.2�

0.4�

△0.2�

0.1�

△0.5�

△0.5�

0.1�

0.4�

0.4�

0.3

3.1�

3.4�

3.2�

3.7�

3.0�

2.4�

2.8�

2.5�

2.2�

2.0�

1.6�

1.8

2.4�

2.5�

2.5�

2.7�

2.8�

2.9�

3.0�

3.0�

3.0�

2.9�

2.8�

2.6

（単位：％）�

前年同月比� 年平均�年�

�

月� 前月比�

出所：経済省�



はGDPの成長の機会をもたらし、海外直接

投資は、負債をもたらすことがないからだ。

98年での高い経常赤字は主としてGDPの

25％を超える高い投資で引き起され、そこで

は貯蓄率は不変だった。

長期のフローは外国投資が主流を占めて

いる。外国投資は基本的には外国直接投資

であり、最近ではGDPの5.5％のレベルで安

定し、経常赤字の半分以上を補填している。

99年、2000年には短期のフローも増加した。

同成長は基本的には非在住者の預金による

ものだった。

（2）対EU輸出が増加

ラトビアの2000年１～10月の財貨輸出は、

前年同期比で12％上昇した。輸入は、それよ

りも上昇（12.7％）した。

2000年初頭の財貨輸出は98年のロシア危機

の前のレベルに達した。しかしながらこの時

期に輸出構造は劇的に変化した。木材、木材

製品のシェアは食料品、軽工業製品のシェア

まで上昇せず、低下した｡

輸出先ではEUのシェアが増加しロシアと独

立国家共同体（CIS）に対する輸出は減少した。

ロシア、CIS諸国向け輸出は99年は前年比で

JETRO ユーロトレンド　2001.9106

7

表10　ラトビアの国際収支（対GDP比）�

A．経常収支�

　貿易収支�

　　輸出�

　　輸入�

　卸売を除くサービス、ネット�

　卸売りサービス�

　移転収支、ネット�

B．長期資本、ネット�

　基礎収支（A+B）�

C．短期資本、ネット�

D．誤差脱漏ネット�

収支合計（A+B＋C＋D）�

△6.1�

△15.1�

32.6�

△47.7�

6.6�

1.0�

1.4�

4.7�

△1.4�

0.2�

1.6�

0.4

△10.6�

△18.5�

33.1�

△51.6�

5.0�

0.9�

2.0�

7.6�

△3.0�

3.4�

1.6�

2.0

△9.6�

△15.3�

28.5�

△43.8�

5.0�

△0.7�

1.4�

5.4�

△4.2�

4.2�

0.0�

0.1

△5.6�

△13.9�

29.3�

△43.1�

7.0�

0.1�

1.3�

2.5�

△3.1�

2.6�

0.3�

△0.2

（単位：％）�

1997 1998 1999 2000年１～９月�

出所：経済省�

表11　ラトビアへの投資（フロー、対GDP比）�

対内投資�

－長期投資�

　　直接投資�

　　証券投資�

　　その他投資�

－短期投資�

　　証券投資�

　　その他投資�

　誤差脱漏、ネット�

21.7�

12.8�

9.3�

△0.0�

3.5�

10.5�

0.6�

9.5�

1.6

11.6�

9.7�

5.8�

0.0�

3.8�

2.0�

0.5�

△0.1�

1.6

14.5�

8.8�

5.2�

3.3�

0.3�

5.8�

0.1�

5.7�

0.0

14.6�

6.1�

5.0�

0.7�

0.5�

8.5�

0.0�

8.2�

0.3

（単位：％）�

1997 1998 1999 2000年１～９月�

出所：経済省�



40％減少した。輸出は全ての財貨で減少し

たが特に食品、建設機械の減少が大きかっ

た。2000年１～10月ではロシア、そのほか

のCIS諸国への輸出は前年比で20％少なかっ

た。最大の減少は農業、食料製品で30%減少

した。

対照的にEU向け輸出は増加している。99

年輸出は前年比で4.3％上昇し、それは主と

して木材の7.1％増、金属産業と機械産業の

13.7％増によるものだった。2000年１～10月

のEU向け輸出は16.5％増加した。その大き

な伸びは金属精錬、機械、輸送車両製造によ

るもの（81％）だった。木材、木材原材料の

輸出は12％の増加を記録した。

99年の対エストニア、リトアニア向け輸出

は全体で3.7％減少したが2000年には再び上

昇した。2000年１～10月の輸出は、前年同期

比で21 .8％を超えた。軽工業製品を除外

（７％減）した全財貨グループで伸びがあっ

た。それでもこの製品グループはこれらの

国々に対する輸出の８％に匹敵しているだけ

だ。金属精錬、機械、輸送手段がかなり伸び、

32％増となった。

99年の財貨輸入は前年比で８％減少した。

しかしながら2000年１～10月では13％上昇し

た。この増加は輸送車両を除き、ほとんど全

ての財貨で見られた。輸入構造は余り変化を

受けていない。金属製品グループは38％増と

なった。この製品グループの輸入の伸びは全

体の輸入の伸びの３分の１を構成している。
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表12　主要財貨の輸出（１～10月）（FOB価格）（注）�

合計�

　木材、木材製品、紙�

　ダンボール紙�

　輸送機器、金属業、�

　機械工業製品�

　軽工業製品�

　化学製品、プラスチック�

　農業、食料品�

　その他�

841.0�

�

316.0�

�

150.4�

140.7�

59.4�

54.1�

120.4

100.0�

�

37.6�

�

17.9�

16.7�

7.1�

6.4�

14.3

△7.1�

�

4.2�

�

△10.1�

△10.8�

△8.7�

△45.3�

6.3

941.5�

�

358.4�

�

189.2�

140.4�

71.7�

51.5�

130.3

100.0�

�

18.1�

�

20.1�

14.9�

7.6�

5.5�

13.8

12.0�

�

13.4�

�

25.8�

△0.2�

20.7�

△4.8�

8.2

（単位：100万ラッツ、％）�

1999年�

金　額� 前年同期比�シェア� 金　額� 前年同期比�シェア�

2000年�

（注）特別貿易システムによる。�
出所：経済省�

表13　99年１～10月の主要国・地域別貿易額（注1）�

フィンランド�

ロシア�

エストニア�

リトアニア�

スウェーデン�

ドイツ�

英国�

CIS�

EU�

その他 （注2）�

138.4�

182.1�

98.9�

117.9�

105.9�

245.1�

41.5�

267.7�

821.4�

259.4

17.2�

38.3�

51.5�

71.7�

102.1�

162.3�

166.5�

81.8�

614.8�

122.8

（単位：100万ラッツ）�

（注1）特別貿易システムによる。�
（注2）「その他」はラトビアとの貿易額が全体の�
　　　シェアの５％以下の国。�
出所：経済省�

輸　出�
（FOB）�

輸　入�
（CIF）�



金属精錬、機械製品の輸入の伸びも重要で

12％増加し、それは全輸入の伸びの３分の１

になっている。

ラトビアの最大の貿易相手国はドイツでラ

トビアの全体の16％を占める。ドイツからの

主要輸入品目は化学製品、繊維原材料、その
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表14　主要財貨の輸入（１～10月）（CIF価格）�

合計�

　金属製品、機械製品　　　�

　化学製品、プラスチック、�

　その他類似製品�

　農業、食料品�

　鉱山資源　　�

　軽工業製品　�

　輸送手段、�

　木材、木材製品、紙、�

　ダンボール、等�

　その他工業製品�

1,388.4�

405.2�

�

230.9�

180.1�

143.8�

125.1�

121.5�

59.7�

�

122.1

100.0�

29.2�

�

16.6�

13.0�

10.4�

9.0�

8.8�

4.3�

�

8.7

△7.1�

△9.9�

�

△5.9�

△14.9�

△7.3�

△10.4�

△25.3�

△11.7�

�

△3.9

1,564.7�

454.0�

�

243.7�

200.2�

199.0�

139.2�

119.4�

67.1�

�

141.9

100.0�

29.0�

�

15.6�

12.8�

12.7�

8.9�

7.6�

4.3�

�

9.1

12.7�

12.1�

�

5.5�

11.2�

38.4�

11.3�

△1.7�

12.4�

�

16.2

（単位：100万ラッツ、％）�

1999年�

金　額� 前年同期比�シェア� 金　額� 前年同期比�シェア�

2000年�

出所：経済省�

表15　ラトビアの対リトアニア、エストニア貿易（１～10月）�

農業、食料品�

鉱山製品�

化学産業、プラスチック製品�

軽工業製品�

金属、金属製品�

機械装置、運搬車両�

その他工業製品�

合計�

11.0�

3.4�

18.7�

7.6�

4.5�

5.9�

12.0�

63.1

12.4�

4.8�

18.0�

6.2�

5.1�

9.6�

15.6�

71.7

25.3�

21.8�

16.2�

4.7�

5.1�

13.4�

12.9�

99.4

32.5�

27.0�

16.0�

5.1�

9.2�

15.5�

12.6�

117.9

△14.3�

△18.4�

2.5�

2.9�

△0.6�

△7.5�

△0.9�

△36.3

△20.1�

△22.2�

2.0�

1.1�

△4.1�

△5.9�

3.0�

△46.2

（単位：100万ラッツ）�

輸出�

1999年� 2000年� 1999年� 2000年� 1999年� 2000年�

輸入�

対リトアニア�

農業、食料品�

鉱山製品�

化学産業、プラスチック製品�

軽工業製品�

金属、金属製品�

機械装置、運搬車両�

その他工業製品�

合計�

6.9�

1.6�

9.8�

3.3�

3.0�

4.0�

9.1�

37.7

6.8�

4.6�

12.8�

4.0�

3.3�

4.9�

14.7�

51.1

14.8�

9.0�

16.8�

5.9�

10.0�

21.1�

12.7�

90.3

16.7�

12.6�

15.8�

6.9�

10.3�

21.3�

14.5�

98.1

△7.9�

△7.4�

△7.0�

△2.6�

△7.0�

△17.1�

△3.6�

△52.6

△9.9�

△8.0�

△3.0�

△2.9�

△7.0�

△16.4�

0.2�

△47.0

対エストニア�

収支�

出所：経済省�
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表16　サービス貿易（１～９月）�

合計�

�

輸送サービス�

　－海上輸送�

　－航空輸送�

　－その他輸送�

旅行�

金融サービス�

その他ビジネスサービス�

その他のサービス�

453.9�

�

319.7�

145.8�

25.1�

148.8�

56.0�

13.7�

31.3�

33.2

310.7�

�

85.7�

7.7�

29.5�

48.5�

117.1�

4.7�

26.2�

68.0

152.2�

�

234.0�

138.1�

△4.4�

100.3�

△61.1�

9.0�

5.1�

△34.8

553.0�

�

364.9�

217.4�

29.4�

118.2�

62.4�

17.2�

64.0�

44.5

333.7�

�

98.9�

24.7�

28.4�

45.8�

115.5�

5.5�

36.5�

77.2

219.4�

�

266.0�

192.6�

1.0�

72.4�

△53.1�

11.6�

27.5�

△32.7

（単位：100万ラッツ）�

1999年�

輸　出� 収　支�輸　入� 輸　出� 収　支�輸　入�

2000年�

出所：経済省�

他繊維製品同様に輸送手段、機械、設備、装

置である。その次に大きい相手国はロシア、

英国、スウェーデンと続き、それぞれラトビ

ア全体の９％、８％、８％を構成している。

2000年１～10月では前年同期と比べ、対リ

トアニア貿易赤字は増大したが、対エストニ

アは減少した。リトアニアからの輸入は19％

増加し、エストニアからは９％増加した。対

リトアニア輸出は輸入と比較して非常に僅か

だが14％増加し、対エストニア輸出は35％と

大幅に増加した。結果としてラトビアのバル

ト諸国との貿易赤字はわずかだが増加した。

（3）サービス収支は黒字

ラトビアの貿易赤字はサービス収支の黒字

で相殺されている。貿易収支統計によると

2000年１～９月のサービス輸出は前年同期比

で22％上昇し、サービス貿易は11％増加した。

輸出サービスの３分の２以上が輸送運賃収

入でGDPの約10％を構成している。ラトビ

アの港で提供されるトランジットサービスは

2000年に上昇した。ラトビアを通過するトラ

ンジット輸送貨物の方向は東側国境、つまり

ロシアとベアルーシからラトビア港まででそ

こで船に積み替えられ世界中の国々に出荷さ

れる。トランジットサービスの主な比重は港

湾サービスと鉄道サービスである。石油、石

油製品の輸送はラトビアからのトランジット

輸送の約60％を占めている。

（4）2000年12月にWTO加盟

①　世界貿易

2000年12月のラトビアのWTOへの加盟問

題では、バルト３国が組織の正式なメンバー

になった。

新しいWTOとの新合意に関するラトビア

の目的は、できるだけ早くにEUに加盟させ

るというラトビアの外交政策の戦略的合意に

基づいており、同時に加盟をラトビアの国家

的利益と調整することである。その結果、ラ

トビアは相互多国間貿易交渉を批准する新し

い合意に関する新しい提案を支持している。

そこではサービス、農業製品、新技術、競争

とその他の問題、ダンピング対策、輸出補助

の貿易領域でさらに自由化を論議することが

含まれる。ラトビアのWTO加盟の諮問評議

会は農業上の貿易での相互交渉に関する提案

を作成した。

WTO内でのサービス貿易の領域で、新し

いガイドラインとサービスに関する総合貿易



協定の条約14章で記述されている相互交渉で

の過程が作成された。WTO内でのラトビア

のコミットメントとWTOの他の国のそれと

を比較すると、サービス分野では非常にリベ

ラルな国際貿易国であることが分かる。ラト

ビアは、海に隣接することを念頭に置き、海

上輸送サービスの自由化を始めることがラト

ビアの同分野での発展に好影響を及ぼすとの

ことからEUとWTOの５カ国の提案を支持し

ている。ラトビアの提案では、ラトビアのサ

ービス提供者の輸出可能性も考慮されてい

る。これには、サービスの取り引きにおける

分野での公共機関の調達、補助の領域も含ま

れる。WTO内での上記の問題の解決はラト

ビアのサービス提供者が先進諸国、そして支

払能力のある西側諸国の市場に参画する機会

を増やすとともに、大規模な補助金プログラ

ムを提供している国々との不平等な競争の弊

害を減らしている。

②　国内市場保護

グローバルな貿易自由化により、関税障害

の役割は基本的に減少した。

現在、最も広範に使用されている貿易保護

手段はアンチダンピングである。99年に世界

中で330のアンチダンピングのケースが発生

した（98年は232ケース）。反補助金のケース

は98年の26ケースから98年の38ケースになっ

ている。セーフガード規制を適用する必要性

は99年には14回となり98年の11回と対比され

る。セーフガードのケースの発生は、特恵国

条約（全ての輸出国に対して）と次に続く貿易

パートナーの問題を考慮して増加している。

貿易保護手段は主として、化学、プラスチ

ック、鉄鋼、繊維、そして食料品の分野で使用

されている。セーフガード法、アンチダンピ

ング法、補助付き輸入対策保護法を採用し、

ラトビアは３つのWTOの貿易保護手段を導入

した。それは一国が法的に国内市場と生産業

者を保護するために使用できることを意味する。

上記３つの全ての貿易保護法を共通管理で

保証するために、経済省の監督下にある国家

貿易保護庁が2000年７月１日に設立された。

貿易保護庁の業務は以下のとおりである。

・能力の範囲内での国家の市場政策を導入、

監視する

・「セーフガード」、「アンチダンピング」そ

して「補助金月輸入に対する保護」法によ

り提供される権限を行使する

・セーフガード、アンチダンピング、そして対

応手段の領域で規制法案の草稿を作成する

・主として、生産が邪魔されもしくはアンチ

ダンピング、急速に増加する輸入、もしく

は補助金付きの輸入が起こる製品の国内生

産業者と企業家との関係を維持する

・国内の生産業者、企業、業者の組織に貿易

保護、そして実務的質問に関する情報、ア

ドバイスを提供する。

③　外国貿易に関する条約

ラトビアはさまざまな通商条約を通じて外

国貿易政策を導入している。これらの合意は

具体的な条約の条文内で適用される貿易相手

国により変わってくる。外国貿易には以下の

３つの貿易制度がある。

・自由貿易

・特恵国貿易

・自由貿易制度もしくは大部分の特恵国制度

の提供を受ける条項を含まない貿易制度。

条約に規定された貿易自由化と経済協力の

程度は、それぞれの貿易条約の反映である。

最も成熟した自由主義は、自由貿易国と関連

する。

現在、ラトビアは28カ国と自由貿易制度を

導入している。ルーマニア、ブルガリア、フ

ェロー諸島（デンマーク）との自由貿易の条

約は交渉中である。ラトビアはこれらの国々

と自由貿易条約を締結することに興味を持っ

ている。このことは現在までのところラトビ

アのルーマニア、ブルガリア、フェロー諸島

との貿易が非常にわずかであることからラト

ビアの輸出条件をより良くするだろう。
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２国間、多国間のFTA問題ではラトビア

は条約を締結した国々に関してEUの外国貿

易義務を尊重している。

ラトビアの企業家は、主として連合条約と

バルト自由貿易条約から与えられている利点

と機会を利用している。一方で、自由貿易協

定がなされているCEFTA諸国との貿易は比

較的小規模である。この地域の国々はEU準

加盟国なので、EU共同市場の潜在加盟国で

あり、ラトビアは積極的な協力強化をすべき

である。さらに西側諸国よりも市場への参入

がより易しいということもある。

2000年９月26日、ラトビアとスロバキアの

間で、リストで認識された割り当てに従い農

業製品と関税のリストを承認した。

ラトビアは123カ国との貿易で最恵国条約

を享受している。これらの国々はWTO諸国

であり、ラトビアが自由貿易条約を締結して

いない国であり、互恵貿易での最恵国条約を

締結していない国である。

2000年８月、タシケントで特恵国条約の合

意の範囲内でラトビアとウズベキスタンの領

域内委員会の２回目の会合が開催された。会

合の合意により、ラトビアは海外貿易統計の

分析と認識に関する作業グループを設置し

た。ラトビアのウズベキスタンでのビジネス

の機会に関する情報がウズベキスタン側の専

門家との会合で発表された。この情報はラト

ビアの担当政府機関と協会に提出された。

2000年10月、ミンスクでラトビアとベルラ

ーシの政府委員会の4回会議が開催され、輸

送、トランジット輸送、国境、国境外での協

力の領域での問題が話し合われた。ラトビア

貿易公団の支持を得て、ラトビアの企業は

香港と台湾の貿易公団、香港港湾、そして

ビジネスマンを表敬訪問する機会が与えら

れた。これらの視察にはラトビアの26社が

参加した。

④　バルト地域における経済統合

パルヌで６月15～16日にラトビア、リトア

ニア、エストニアの指導者の間で行われた会

合で、バルト諸国での自由貿易地域の発展に

関する進展に満足との声明が出された。自由

貿易の合意を導入することで当事者は多くの

複雑な問題の解決に関して共通の条件に到達

することに成功した。2000～2001年バルト評

議会の大臣会議の傘下の作業委員会の作業計

画は承認された。EU加盟交渉での相互の情

報交換の必要性が再導入された。

2000年７月１日、ラトビアはバルト大臣評

議会の議長国となり、バーチャル事務局の内

容の機能を監査する責任を取ることになった。

バルト諸国の金融相会合で、課税政策変更

の情報交換の目的で別の作業グループが設立
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表17　99年のFTAパートナー国とのラトビアの外国貿易（全体に占めるシェア）�

�

EU�

リトアニア�

エストニア�

ポーランド�

EFTA�

ウクライナ�

チェコ�

ハンガリー�

スロバキア�

スロベニア�

�

54.5�

7.3�

6.4�

4.4�

3.9�

1.1�

1.2�

0.9�

0.3�

0.2

�

62.5�

7.5�

4.7�

1.8�

1.5�

2.9�

0.4�

0.1�

0.4�

0.1

（単位：％）�

輸入（CIF価格）�輸出（FOB価格）�

出所：経済省�



された。作業グループはバルト三国の物品税

の専門家によって構成されている。2000年３

月のヴィリヌスの会合で作業グループは共同

議事録を作成し、作業グループの会議を毎年

第１四半期に行うことを決定し、各国の代表

からなる共同作業事務局を組織した。事務局

は、他の２カ国の代表に対して情報を適時伝

達する義務を負っている。

上記の合意された情報交換の観点からリト

アニアとストニアの財務相の緊密な提携が実

施された。

戦略的に重要な輸出、輸入、中間輸送の監

視の領域でのバルト諸国の専門家の間での共

同作業は継続して相互理解の覚書を発展させ

る目的で継続している。

⑤　海外貿易の国家プログラム

99年末、内閣は輸出を促進し、国内市場を

保護するための「国家貿易プログラム」を承

認した。

いくつかの優先事項がそのプログラムの導

入のために確認された。その中で最も重要な

ものは2000年に導入されるものである。すな

わち国際経済関係の促進、新市場参入への支

持、輸出の多様化、外部マーケティングの信

頼できる情報の企業への提供、国際展示会で

の企業参加のための公的支援の導入、貿易･

展示会への代表団派遣、国内市場保護の機構

の強化などが含まれる。

最も重要な出来事は2000年６月１日から10

月31日までのドイツでの博覧会でのラトビア

の成功裏の参加である。約300万名の訪問者

がラトビアのパビリオンを訪問した。そのよ

うな参加は2001年でのヨーロッパから、特に

ドイツからラトビアへの観光客の流入、ラト

ビアとドイツの経済協力のダイナミックな成

長を予想させるよい理由となる。

外部市場の内容では、ラトビアは革新的な

活動であるSME、バルト諸国ウェブサイト

に参加した。そこではビジネスの基礎情報が

インターネットで提供されている（ビジネス

立ち上げ、法制度の説明、輸出入の手続き、

関税、労働市場と関連法、投資活動と関連法、

ビジネスファイナンスの種類、輸出コンサル

タント）。同情報はロシアを含めたバルト海

諸国でのビジネスの機会を探すために必要で

ある。2001年の初めにこのプロジェクトが公

式に開始されるように計画されている。

この外部経済活動を導入するのに必要なさ

まざまな情報への限りないアクセスを企業に

提供するために、ラトビア海外貿易の統合情

報センターがヨーロッパ情報センターを元に

して2001年にLDAを開設する予定だ。2001

年ビジネスの競争力を高めるための情報技

術、電子商取引によって提供される機会を輸

出業者に紹介する目的でラトビアの輸出専門

家に対して訓練プログラムが導入、発展され

るように計画されている。

５．投資

（1）EU加盟候補国で上位の投資伸び率

95年以来ラトビアはダイナミックな経済成

長をとげている。95～98年での平均年間投資

成長率は28.6％であり、GDPの年間成長率よ

りも５倍近くも高い。それゆえに98年には既

に国民総生産に対する固定資本形成の比率は

27％になっている。

99年には前年と比較して総固定資本は

6.3％低下した。これは主としてロシア危機

の影響により経済活動がスローダウンしたこ

とと関連している。それでも99年の国民総生

産での総固定資本の割合は高い水準にとどま

っている。

危機の前後の同様なダイナミックな投資は

移行経済期にある他の国々でも観察されてい

る。このことがこれらの国々での投資がまだ

依然として幾分激しく、総需要に大きく依然

していることを示している。

95～99年の中・東欧の移行期にある経済で

の年間平均投資伸び率は、バルト諸国同様に

平均10％であり、EU加盟国（４％）よりも倍
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以上も高かった。ラトビアはEU加盟候補国の

グループの中でトップにランクされている。

移行期経済の中にいる国々での投資がGDP

の成長率よりも急速であることは普通の現象

である。それはこの国々での蓄積された資産

の水準は低く、資産の中での技術的設備、機

械の比率が低いからである。

国家資産表の総計の最終バランスによると

98年に形成された資産はGDPの157％に匹敵

している。（80％は固定資産、20％は棚卸資

産）この水準は最近僅かに上昇しているが今

だ非常に低い水準にとどまっている。

企業の形成された資産の大部分は固定資産

である。このうち３分の１が技術的な生産設

備である。

固定資産の３分の１は財貨生産部門にあり

サービス部門よりも２倍ほど少ない。2000年

１月１日の統計を98年のそれと比較すると、

会社の株所有もしくは資本所有の構造での変

化を知ることができる。個人所有比率は10％
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表18　総固定資本形成�

�

�

�

GDP�

総資本形成�

―総固定資本形成�

�

総資本形成�

―総固定資本形成�

―投資在庫の変化�

1995～1999年�

（年平均）�

1998年� 1999年� 2000年�

前期�

（単位：％）�

（注）経済省推計�
出所：経済省�

�

3.9�

13.4�

17.5�

�

23.2�

21.5�

1.7

�

3.9　　�

39.2　　�

44.0　　�

（対GDP比）�

27.6　　�

27.3　　�

0.3　　�

�

1.1　�

△9.9　�

△6.3　�

�

26.3　�

24.9　�

2.3　�

�

5.2　　�

△17.9　　�

24.1　　�

�

24.3　　�

23.8　　�

0.6　　�

（前年同期比）�（前年比伸び率）�

（注）�

表19　2000年１月１日時点での生産資産の構成（注）�

�

�

生産資産�

�

　固定資産全体�

　　－有形固定資産�

　　　土地、建物、構造物�

　　　多年生植林地域�

　　　設備、機械�

　　　その他固定資産�

　　　有形物質に対する支�

　　　払い、建設中有形資産�

　　－無形資産�

　ストック（棚卸）�

全業種平均� 財貨生産部門� サービス部門�

（単位：％）�

（注）ビジネス活動の基礎的財政指標の集計。�
出所：経済省�

100.0�

�

78.7�

76.3�

39.9�

�

22.4�

8.2�

�

5.8�

2.4�

21.3

100.0�

�

73.9�

72.4�

34.7�

�

25.6�

6.1�

�

5.9�

1.5�

26.1

100.0�

�

81.3�

78.4�

42.7�

�

20.7�

9.3�

�

5.7�

2.9�

18.7



近くまで上昇した（その中には居住者の

5.3％、非居住者の４％が含まれる）。その結

果2000年１月１日では公共部門の比率は

41.3％、そして民間は58.7％になっている。

民営化の期間中での財貨生産での資本所有

の構成の変化は明白である。国家、地方政府、

その他公共組織の固定資本の所有率は徐々に

低減しているが、依然として高い水準にある。

財貨生産の固定資本の全価値の80％がエネル

ギー部門に見られ、その約88％が公共部門に

よって所有されている。98年初めと比較する

と公共資産のこの部門における比率は６％以

下に下がっている。

2000年１月１日にはラトビア経済での民間

部門における居住者の資本所有比率は非居住

者の約1.5倍だった。財貨生産部門での居住

者の資本所有比率は69％であり、非居住者の

それは31％であった。98年以来、居住者の資

本の所有の比率は２％近く上昇した。代わり

にサービス部門での民間部門で居住者と非居

住者の資本比率はほとんど同じだった。居住

者は55％、非居住者は45％を所有し、そのよう

な状態は98年の始めから現在に至っている。

ラトビア民間企業総資本の中で大部分はラ

トビアの居住者によって占められるが非居住

者が半分以上を占める部門は拡大している。
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表20　2000年１月１日時点での資本所有の構成（注）�

�

株資本、固定資本全体�

　政府、地方自治体、公共組織�

　　　　国家、地方自治体�

　　　　その他公共組織�

　民間組織�

　　　　居住者�

　　　　非居住者�

国家経済全体� 財貨生産部門� サービス部門�

（単位：％）�

（注）ビジネス活動の基礎的財政指標の集計。�
出所：経済省�

100.0�

41.3�

41.2�

0.1�

58.7�

35.0�

23.7

100.0�

34.4�

34.1�

0.3�

65.6�

45.6�

20.1

100.0�

44.5�

44.4�

0.1�

55.5�

30.2�

25.3

表21　部門別非金融投資の変化（注）�

�

�

全体�

　　農業、漁業�

　　製造業、鉱山、採石業�

　　電子機器、ガス、上水道�

　　建設業�

　　貿易�

　　輸送と通信�

　　その他サービス�

�

�

158.6�

113.8�

145.4�

156.9�

182.5�

302.8�

76.9�

162.9

�

�

22.0�

34.3�

9.0�

5.2�

8.9�

17.9�

15.9�

45.1

（単位：％）�

（注）ビジネス活動の基礎的財政指標の集計。�
出所：経済省�

95年に対する�

99年の伸び率�

99年前期に対する�

2000年前期の伸び率�



そのような部門には「漁業」、「鉱山・採石

業」、「電子機器」、「ガス･水供給」、「貿易」、

「輸送とコミュニケーション」、「健康管理と

社会サービス」が含まれる。

2000年前期の非金融的投資は前年同期比で

22％増大していて、公共部門では18％、民間

部門では26％となっている。特筆すべきこと

は民間部門において非居住者によって所有さ

れている企業で最もダイナミックな成長が見

られたことであり、そこでは2000年前半期に

非金融的投資が115％も増大した。

最近の数年間同様にサービス部門での投資

が主導的だった。2000年前期に産業、農業、

森林業、そして漁業での非金融的投資が26％

上昇したが、サービス業ではさらに74％の増

加が見られた。財貨生産での投資は2000年前

期には9.5％上昇し、サービス業では27.2％上

昇した。

2000年は「不動産、リース・ビジネス活動」

部門で9.5％上昇した。この部門での非金融

的投資は99年前期の水準の倍以上となり、サ

ービス業では全体の投資の11％近くとなり国

家経済の投資の8％となっている。サービス

業での全投資成長での上記の貢献度は10％だ

った。

95～99年の間で全体の数字でラトビア経済

での非金融的投資は158.6％上昇した。財貨

生産部門ではサービス部門よりも成長率が

５％低かった。

（2）輸送中心にインフラ整備目指す「公共

投資プログラム」

公共投資プログラム（PIP）はラトビアで

は95年以来伸びている。PIPの目的は輸送、

そして公共サービスの拡張同様にインフラス

トラクチャーの発展と維持のための直接公共

資源を確保することである。PIPは中央政府、

地方政府の予算、保証ローン、そしてプロジ

ェクト実施者の自らの予算で資金調達するこ

とである。

中央政府の基礎予算、政府のクレジット、

保証ローン、その他の資金調達手段（保証、
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表22　1995～2000年の公共投資プログラム（PIP）�

�

�

（金額）�

合計�

�

政府通常予算�

政府特別会計�

ローン�

その他財源�

（対GDP比）�

PIP全体�

内訳�

政府通常予算�

政府特別会計�

ローン�

その他財源�

�

�

�

28.5�

�

13.8�

4.4�

10.3�

0.0�

�

1.2�

�

0.6�

0.2�

0.4�

0.0

�

�

�

47.4�

�

14.3�

3.4�

12.3�

17.4�

�

1.7�

�

0.5�

0.1�

0.4�

0.6

�

�

�

88.3�

�

23.3�

3.6�

36.7�

24.6�

�

2.7�

�

0.7�

0.1�

1.1�

0.8

�

�

�

108.4�

�

42.3�

2.7�

31.5�

31.9�

�

3.0�

�

1.2�

0.1�

0.9�

0.9

�

�

�

137.7�

�

46.3�

6.8�

49.8�

34.8�

�

3.5�

�

1.2�

0.2�

1.3�

0.9

�

�

�

171.1　�

�

41.6　�

10.0　�

82.3　�

37.2　�

�

4.0＊�

�

1.0＊�

0.2＊�

1.9＊�

0.9＊�

�

�

�

159.5　�

�

48.7　�

4.7　�

61.3　�

44.9　�

�

3.4＊�

�

1.0＊�

0.1＊�

1.3＊�

1.0＊�

（単位：100万ラッツ、％）�

（注）＊は予測、もしくは推計。�
出所：経済省�

1995年� 1996年� 1997年� 1998年� 1999年�
2000年�

（計画）�

2001年�

（計画）�



プロジェクト実施者の自らの財源）調達によ

るPIPの全体の資金はGDPの1.2％から４％に

上昇していた。ラトビアでのPIP向け資金は

他国と比較して依然としてわずかである。

PIP内での民間部門は輸送、エネルギー、

そして環境インフラストラクチャーのプロジ

ェクトに見られる。それぞれの政府基礎予算

の中での優先プロジェクトは内政、金融、教

育である。

2000年の公共投資プログラムである「2000

年度国家予算法に対する法」に対する修正案

を尊重して2000年度公共投資プログラムに総

額１億7,110万ラーツが承認された。これに

は計画された保証とプロジェクト実施者の自

らの予算調達分も含まれている。前年度同様

に2000年での計画された資金は十分供給され

ず、今までの経験から見て全ての金融的財政

からのPIP導入は計画の約70～80％になる可

能性がある。

2000年に始まったPIPでは経済省は通常予

算の支出の中に一般歳入からの補助金だけで

なく、国家予算に対する海外からの財政的援

助同様に公共機関による市場サービスと”自

ら”の歳入も加えられている。そのような分

割は予算作成の手法と関係している。

2000年にはPIPに予算がつけられるように

計画されている。すなわち、中央政府の通常

予算から4,160万ラッツ、特別予算から1,000

万ラッツ、ローンから8,230万ラッツ、その

他の財源から3,720万ラッツである。2000年

でのPIPにおける中央政府からの比率は

24％、特別予算は６％、政府の保証付きクレ

ジッと政府のローンは48％、その他の財源は

22％（地方政府の予算、ローン、その他企業

からの財源）だった。

2000年前期でのプロジェクト実施での総計

した情報によると、計画されたPIPの財源の

32％だけがこの期限に貢献しただけだった

（贈与、ローンは計画よりもさらに20％低い）。

264の投資プロジェクトは2000年にPIPでは

実現され、その内142件は地方政府によって

実施された。PIPプロジェクト件数は99年と

比較して65件増加していた。

数年前と同様に2000年に使用された全金融

調達（主としてクレジット財源による）の

73％はPIPの優先部門ーエネルギー、輸送、

そして環境保護に投資された。

エネルギープロジェクトは電力発電所

（Daugavaの直流HES）とリガ郊外の発熱供

給システムの近代化に使用された。

輸送部門では、国家的に重要な情報プロジ

ェクト（バルト諸国データ伝達システム、地

方自治体の統合情報システム）導入同様に、

主用高速道路（ラトビア高速道路プロジェク

ト、バルトルートと東西廊下の改善）と港湾

インフラストラクチャー改善プロジェクト

（リガ、ヴェンスピルスとサラックグリーヴ

ァ港湾）に使用された。

環境保護部門では優先事項は上水道のグレ

ードアップと開発（プログラム800＋）だっ

た。発熱供給の改善、熱供給、廃棄処理シス

テムの近代化が実施された。ラトビアの小都

市での熱供給と廃熱処理プロジェクトはプロ

グラム800＋をもとに実施された。このプロ

グラムはバルト海環境保護の国家的プログラ

ムの副次プログラムとして設立されている。

その目的は、水の汚染を防ぎ、環境保護に関

連した国際的責任同様にラトビアの内陸水路

とバルト海での水質を改善することである。

多くの投資援助はプログラム800＋からきて

いる。

廃棄物管理の下部セクターでは家庭廃棄物

管理プロジェクトの導入がプログラム500の

枠内で始まった。同プログラムの目標は、一

般家庭の廃棄物の収集と処理での過程で生

じる環境に危険な害と汚染を削減することで

ある。

福祉部門では福祉システム改革が導入され

た。同プロジェクトは、健康管理福祉改革プ

ロジェクトとともに、病欠手当て基金を発展

JETRO ユーロトレンド　2001.9116

7



させ、一時的二次的健康管理インフラストラ

クチャーを最適化させ新しい技術を導入させ

るための社会保険システムを網羅している。

世銀のローンがこれらのプロジェクトに使用

されている。

2000年のPIPでの予算調達の多くの部分は

内政問題（21％）、金融関係（18％）に使用

されている。そこでは国境での関税事務所、

国家歳入の情報システム、関税政策の導入同

様に国家の東方国境のインフラストラクチャ

ーの開発、技術保護システムの創出、国境で

の監視と情報システムといった国家的に重要

な主要なプロジェクトに使用されている。

教育の分野では、ラトビア教育情報システ

ムが学校での情報インフラストラクチャーの

改善を目的として導入されている。2000年に

はこのプロジェクトに200万ラーツの投資が

予定される教育界での重要な他のプロジェク

トが”費用効率化と品質の増加”である。プ

ロジェクトの目的は、西洋諸国の水準に見合

ったエネルギーの効率化を図り、学校建築を

利用することである。2000年でのプロジェク

トによると総額290万ラーツに上る世銀のロ

ーンを活用に地方自治体を引きつけることが

計画されている。

2001年のPIPは2000年12月に2001年の国

家予算に関する法案が可決し、2001年のPIP

が承認された。2001年PIPは中央政府予算か

ら4,870万ラーツ、470万ラーツが特別予算か

ら、6,130万ラーツがクレジットから、3,390

万ラーツが他の財源からファイナンスされて

いる。

2001年の中央政府通常予算の投資は2000年

と比較して17％増加し4,870万ラッツに上っ

ている。これは海外からの国家予算に対する

金融援助とリンクされ、その内容は海外から

の寄付であり、国家の経常予算に移転されて

いる。同時に計画された政府のローンと政府

保証は低下し、2001年には6,130万ラッツと

なり、2000年と比較して26％の減少である。
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表23　部門別PIP

PIP�

　輸送�

　MEPRD（注）�

　エネルギー�

　福祉�

　教育と科学�

　金融�

　内政�

　防衛�

　法務�

　外交�

　農業�

　文化�

　国有地サービス�

　その他の部門�

108.4�

34.1�

21.7�

11.1�

9.9�

4.6�

9.5�

9.3�

2.1�

0.7�

0.2�

1.2�

1.6�

0.5�

1.9

100.0�

31.5�

20.1�

10.3�

9.1�

4.3�

8.8�

8.6�

1.9�

0.6�

0.2�

1.1�

1.5�

0.3�

1.8

137.7�

49.0�

25.8�

12.6�

12.7�

5.3�

10.7�

9.6�

3.4�

2.5�

0.0�

2.2�

2.0�

0.8�

1.1

100.0�

35.6�

18.7�

9.2�

9.2�

3.9�

7.8�

7.0�

2.4�

1.8�

0.0�

1.6�

1.5�

0.6�

0.8

171.1�

43.5�

52.8�

32.6�

10.6�

8.8�

7.0�

5.1�

2.5�

2.4�

2.0�

1.8�

1.0�

0.7�

0.3

100.0�

25.4�

30.8�

19.0�

6.2�

5.1�

4.1�

3.0�

1.5�

1.4�

1.2�

1.1�

0.6�

0.4�

0.2

159.5�

60.6�

25.9�

14.2�

10.7�

13.1�

5.1�

11.5�

3.2�

2.3�

0.0�

11.4�

0.7�

0.1�

0.7

100.0�

38.0�

16.2�

8.9�

6.7�

8.2�

3.2�

7.2�

2.0�

1.5�

0.0�

7.1�

0.4�

0.1�

0.4

（単位：100万ラッツ、％）�

（注）環境保護および地域開発省�
出所：経済省�

部　門�

1998年� 1999年� 2000年（計画）� 2001年（計画）�

金　額� シェア� 金　額� シェア� 金　額� シェア� 金　額� シェア�



2001年での国家予算からの地方政府のプロ

ジェクトに対する金融的援助は2000年と比較

して40万ラッツ、４％下がっている。

2001年のPIPでは数年前に引き続き基礎的

投資指標として認識されるのがエネルギー、

輸送と通信で計画された投資全体の63％を構

成し、そのまま継続される。

97年からは情報分野での投資プロジェクト

に重点が置かれている。政府の基礎予算から

調達される資金は97年の220万ラッツから99

年には1,520万ラッツに達している。情報の

領域で実施された主な活動はさまざまな登録

作業、データ通信ネットワーク、情報システ

ムの創設と完成に関連している。2000年には

1,040万ラッツが情報プロジェクトに予定さ

れ2001年には既に1,590万ラッツが予定され

ている。

中央政府の基礎予算からの地方政府の投資

の財政支援額は増加した。97年には地方政府

における国家基礎予算の財源は11％（280万

ラッツ）、98年には14％（590万ラッツ）、99

年には19％（910万ラッツ）、2000年には25％

（1,070万ラッツ）となった。2001年には国家

基礎予算からの予定された投資は21％

（1,030万ラッツ）に低下する見込みだ。

2000年からラトビアはEUの予備構造基金

（ISPA、SAPARD）から財政的援助を得る

機会が与えられている。プロジェクトへの

EUのSAPARDの援助は全投資活動の75％以

上を一つのプロジェクトに集中させてはなら

ない。ISPAは全公共投資の85％以上をカバ

ーしてはならない。PIPは共同金融支援を提

供するためのメカニズムとなっている。2001

年PIPからISPAによって最初に承認を受け

た”バルトルートと東西廊下の改善”プロジ

ェクトへの金融支援が始まり、環境ISPAプ

ロジェクトの財政援助が引き続き継続される

だろう。

（3）公共投資プログラムのコンセプト

現在のPIPの計画とその導入はEU経済と

の統合での最重要部門での新しい要求とは関

連していない。PIPのコンセプトは開発され、

2000年の始めに閣僚蔵相会議に提出された。

同コンセプトは国の経済活動への統合され

た投資の戦略を保証するために必要である。

政府は提出された２つの代案の中から一つ選

択しなければならない。最初の一つは現在の

計画を引き続きモデルにして提出し、予算作

成の一部分としてPIPを政府予算に組込むこ

とでPIPの発展を可能にすることである。も

う一つの代案は、領域相互そして地域内の統

合された指標で表される中期的条件でのイン

フラストラクチャー開発プログラム単位とし

て一つのシステムに組込み、同じ原則を踏

襲することでPIPを発展させることである。

この解決策は各部分のインフラストラクチ

ャーの共同開発を導入することを目的として

いる。

（4）対内直接投資は順調に増加

過去数年間にわたりラトビアは外国直接投

資を吸引することに成功してきた。開放され

ダイナミックに成長する経済、自由貿易、低

い税負担、発展しつつあるインフラストラク

チャーと低い費用、高度に熟練した労働力に

よりラトビアは対内投資で魅力的な国に成長

している。

その結果、対内直接投資が90年以前過去10

年間ほとんどゼロだったのが2000年６月の終

わりには１兆1,490億ラッツ（19億200万ドル）

に成長している。特に90年代後半期には外国

投資のかなりの額を受け入れていた。

2000年６月の終わりには一人当たりの海外

企業の直接投資額は484ラッツ（807米ドル）

に達している。同時にラトビアは中・東欧諸

国の中で一人当たりの外国直接投資累積額が

上位５位にランクされていた。
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外国直接投資をはかる他の指標として、外

国直接投資の対GDP比がある。同指標は全

経済活動に対する外国直接投資の重要性を表

す。外国直接投資の対GDP比は97年の9.3％

を最高に、過去４年間で５％を超えた。2000

年は、通信、金融部門における買収があった

ため、97年のレベルに到達する可能性がある。

近年では総固定資本形成の約24％が外国直接

投資によるものである。

ラトビアに進出している海外企業の再投資

は対内直接投資の増加する要因となってい

る。対内直接投資における利潤の再投資のシ

ェアは95年のほぼゼロの状態から99年の25％

へと力強い成長傾向を示している。

ラトビアでの増加する外国直接投資受け入

れにより、純資本の流入はラトビアの貿易収

支の均衡を保つために重要な役割を演じてい

る。96年には経常赤字の136％が外国直接投

資受け入れによって相殺され、97年には

151％、98年には55％、そして99年には54％

が相殺されていた。

（5）直接投資は民営化関連から製造業へ

時間の経過とともに外国投資のパターンに

変化がみられる。92～93年の早期の時期には

緩慢な投資が農業、製造業（食品加工、皮革

業）、建設業、補助的輸送業、小売業、金融機

関、そしていくつかのビジネスサービスに見

られた。

90年代半ばには主要な投資が主として民営

化が理由となり港湾施設、テレコミュニケー

ションが行われた。民営化の動きが活発にな

るにつれて、製造業への投資が増加し、早期

の食品加工業、木材加工への投資から、繊維、

衣料、化学、基礎金属、金属製品、機械へ多

様化している。97年中、製造業が外国投資の

最も大きな恩恵を得ていた。

98年の主要投資は、金融部門で行われ、卸

売り・小売業でのネットワーク、そして他の

数部門での投資の伸び見られたが、ここでは

ラトビアが輸送トランジット・卸業、あるい

は特別な産業（例えば木材産業と機械産業）

といった比較優位性がある産業が挙げられ

る。外国の直接投資受け入れの大部分は不動

産業（事務所の建設、修理）にも投資された。

JETRO ユーロトレンド　2001.9 119

表24　対内直接投資累積額�

�

株式�

負債（ローン）�

1995年�

504　�

111　�

1996年�

675　�

261　�

1997年�

927　�

345　�

1998年�

1,121　�

436　�

1999年�

1,244　�

569　�

�

1,302　�

658　�

（単位：100万ドル、年末）�

（注）2000年は第３四半期末�
出所：経済省�

2000年（注）�

表25　対内直接投資の累積額（部門別）�

�

製造業�

商業�

輸送通信�

金融業�

その他�

1996年�

118　�

63　�

307　�

114　�

78　�

1997年�

231　�

123　�

317　�

189　�

77　�

1998年�

229　�

188　�

348　�

277　�

120　�

1999年�

270　�

211　�

329　�

251　�

234　�

�

281　�

226　�

320　�

267　�

261　�

（単位：100万ドル、年末）�

（注）2000年は第３四半期末�
出所：経済省�

2000年（注）�



2000年前期には投資の多くを受け取ってい

た部門は卸、小売業、工業そして不動産業だ

った。

2000年６月末には輸送・通信部門が対内投

資の最も高い比率で（24.5％）、その次には

金融業（21.5％）、産業（21％）そして商業

（17％）と続いた。

（6）デンマークが最大の投資国

ラトビアの大部分の投資はデンマーク（た

だし、デンマークの投資の多くはフィンラン

ド・ソネラのコンソーツィウム）、米国、ス

ウェーデン、ドイツ、ロシアによって占めら

れている。ラトビアでの対内投資の50％以上

がEU諸国からのものだった。

（7）今後の外国直接投資の見直し

2001年での健全なマクロ経済環境のほかに

外国、国内の投資を促進させるための大きな

指標としてラトビア政府による安定したビジ

ネス志向の環境を作り出す政策をとる能力が

あげられる。

欧州委の報告書は2000年２月末に採用され

たビジネス環境を改善させるための行動計画

の採用を賞賛した。上記の行動計画での重要

な点は、中・東欧諸国の中でラトビアが投資

家優先の行動計画を採用し、ビジネスと関連

した行動計画の監視を実施している唯一の国

である点だ。

ラトビア海外投資公団（FICIL）の海外投

資評議会の最近の会合で出された課題は以下

のものを含む：

・税政策とその管理

・不動産の土地台帳上の評価

・国境通行･関税事務手続き

・犯罪撲滅の政府政策

2000年11月21日、政府は10月２～３日の会

合で議論されたFICILの推薦に向けて新しい

活動計画を承認した。主要外国投資家と政府

の構造的対話の確立は現存するビジネス環境

の隘路を認識し、削除するための議論の道を

開く機会を政府に与えている。

そのような対話の促進はビジネス環境を改

善する目的を持った特別勧告を発展させるた

めの基礎である。さらに重要な点は勧告の妥

当な導入を監視することである。例えば10月

１日に予定された56の勧告のうち、38が導入

された。

2001年１～２月中、ラトビア開発庁はラト

ビア商業産業部室とFICILとともにビジネス

環境に関して導入された勧告の影響を認識す

るために別の調査を実施する。

外国投資をより強く喚起させるための主要

な優先事項は以下の通り：

－外国投資に魅力的となる、長期的発展への

政府の財政･予算政策

－外国投資を引き寄せるために構造改革に重

要な要因の一つとなっている民営化の首尾

一貫した透明性のある実施

－対内投資の勧誘を含む、PIPに振り分けら

れる基金の効率的活用
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表26　国別外国直接投資受け入れの累積額�
　　　　　　　　　　　　（2000年前期末）�

国名�

デンマーク�

ドイツ�

米国�

スウェーデン�

英国�

ロシア�

エストニア�

フィンランド�

ノルウェー�

オランダ�

シンガポール�

スイス�

マン島�

アイルランド�

その他�

�

13.6�

11.3�

11.0�

8.1�

7.2�

6.9�

5.8�

5.2�

3.9�

3.1�

2.1�

2.0�

1.9�

1.6�

16.3

（単位：％）�

シェア�

出所：経済省�



PIP資金は、関連したインフラストラクチャ

ーの提供、特に産業不動産の開発といった投資

誘因に関連したプロジェクトに使用されるべ

きである。ラトビア政府は不動産税に関す

る法を修正し、不動産開発業者に１年の猶

予を与え、同様に2002年から土地台帳の評

価による不動産税を１％引き下げることに

なった。

６．人口、生活水準と雇用

（1）都市部の人口は減少

2000年３月１日の時点での人口は2000年の

国勢調査の暫定的数字によると237万5,000人

だった。人口は1989年以来29万1,000人、

10.9％減少した。

人口調査の統計は2000年３月31日に実施さ

れた時点での居住者数を反映していて、中央

統計局（CSB）の公表する推計数値とは違っ

ている。ラトビアの人口はCSBの推計よりも

４万4,000人少ない。専門家によるとこれは

主として移民によるものであり、特に移民の

明確な規則がなかったラトビア国家独立時で

の最初の年によるものである。

都会、都市の大部分で人口の減少が起こ

った。３都市では30%以上の減少だった。リ

ガの人口は16％減少し、リエペヤでは22％、

イェルガーヴァでは15％の減少だった。そ

の地域で89年での以前の国勢調査と比較し

て最大の減少があったのがリエぺヤとルツ

ダ地方で14％、クレスラバ地方では11％だ

った。同時期に人口減少が比較的緩やかな

地域もあった。サルドスでは1.2％の減少し

かみられず、タルシ地域では0.4％の減少だ

った。居住者の増えたのは５都市にすぎず、

最も高い増加が見られたのはカグムスとイ

クシレだった。

2000年の人口調査によると、女性が男性

よりも18万8,000人多い。89年のそれでは男

性1,000人当たり女性が1,153人だった。2000

年は女性1,000人に対して男性は1,172人とな

っている。そのような不均衡は、昔の２つ

の世界大戦の動態人口構成のほかに男女間

の寿命の違いがある。男性の平均寿命は99

年の数値によると64.9歳であり、女性のそれ

は76.2歳だった。

急激な人口の高齢化が不利な動態人口過程

によりみられる。全人口中の児童数は減少し、

高齢者居住者のシェアは増大している。

過去２回の人口調査の間で全住民数は既に

指摘したように10.9％減少したが０～14歳で

は26％増加し、15～59歳では11％減少した。

同時期に60歳以上のグループが９％増加して

いる。０～14歳の児童数は、大都市で明かに

減少し、レイぺヤで36％、リガで34％、ヴェ

ンティピレスで32％、レゼケネで30%減少し

た。60歳以上の人口は、全ての都市で上昇し、

特にダイガヴィピリスでは20％、ヴェンティ

ピレスで17％、レゼケネで15％増加した。リ

ガを含んだ12の地域で同様な状況がみられ、

29％増加し、オグレ地域で19％、ヴァルメイ

ラとリンバズィ地域では11％増加した。
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表27　89年と2000年の居住者数（年齢別）�

�

全居住者数�

　０～14歳�

　15～59歳�

　60歳～�

1989年�

266,656�

570,863�

1,632,595�

463,109

2000年�

2,375,339�

424,187�

1,448,324�

502,290

1989年�

100.0�

21.4�

61.2�

17.4

2000年�

100.0�

17.9�

61.0�

21.1

（単位：人、％）�

居住者数� 全人口比�

出所：経済省�



（2）2000年第３四半期の名目収入はバルト

３国で最低

過去３年間と2000年前期に名目、実質所得

は全般的経済成長とともに上昇した。

2000年１～９月の平均月給は前年比で５％

上昇し147ラッツとなった。公共セクターの

被雇用者の平均月給は上記の時期でより高く

165ラッツ近くとなり7.9％の上昇だった。同

時期に、消費者価格は2.5％上昇した。その

結果、国内経済での全雇用者の実質賃金は

2.5％増加し、公共セクターに勤務する人は

4.4％上昇した。

しかし、ドルで換算した月の名目収入は

2000年第３四半期にはラトビア（７％）、エ

ストニア（９％）よりも少なく、EU加盟交

渉国では下位に位置している。

2000年５月のCSBの調査によると、全従業

員の４分の１以上（29.2％）の試算賃金は50

～80ラッツで、27.3％が80～120ラッツだっ

た。４人に１人（24.3％）が120～200ラッツ

を稼ぎ、10人に１人（9.1％）が50ラッツ以

下だった。200ラッツ以上の所得を得ている

人が9.5％であった。

社会福祉の分野に含まれる平均年金金額は

2000年９月では前年同月比で1.7％上昇し月

58.97ラッツから59.81ラッツとなった。それ

でも同時期での消費者価格の増加を補填する

には十分でなかった。そのような低い年金の

成長は部分的には60ラッツを超過してはなら

ないという、2000年の初めに決定された勤労

中の年金生活者を規制する法の修正で説明さ

れる。

2000年５月５日での閣僚の勤労宣言で政府

は2001年に、暫定的に退職し年金を受け同時

に勤労すること、そして65歳になるまで年金

を増加させるために勤労を続けることの禁止

と制限を撤廃する計画を宣言した。３つの最

低賃金を超える年金のインフレ調整は2002年

までに停止される。

CSBによって実施された一般家庭の予算調

査の数値によると、一般家庭の約半分の基礎

収入は賃金である。一般家庭の30%は年金生

活者家庭である。企業、あるいは自営業の比

率も最近成長し始めたがこの比率は余り高く

ない（2.3％）。
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表28　賃金とその他の所得�

�

勤労者の月収（月平均）�

－グロス�

－ネット�

－米ドル（グロス）�

－米ドル（ネット）�

�

可処分所得�

（構成員１人当たり月平均）�

社会保険局登録の�

年金生活者の年金（月平均）�

一人当たりの最低生活水準の�

財貨、サービス価値�

被雇用者の実質賃金指数（月平均）�

�

�

�

98.73�

78.65�

179.18�

142.74�

�

51.50�

�

37.82�

�

73.78�

�

91.2

�

�

�

120.03�

88.34�

206.59�

152.05�

�

55.45�

�

42.24�

�

78.78�

�

103.6

�

�

�

133.30�

97.47�

225.93�

165.20�

�

62.33�

�

51.26�

�

82.15�

�

105.3

�

�

�

140.99�

102.73�

241.01�

175.61�

�

64.73�

�

58.18�

�

83.18�

�

102.9

�

�

�

147.25�

106.94�

244.60�

177.64�

�

n.a.�

�

57.91�

�

84.44�

�

102.5

（単位：注記がない限りラッツ）�

1996年� 1997年� 1998年� 1999年�
2000年�

１～９月�

�

出所：経済省�



（3）失業問題が課題

99年半ばから雇用の指標を良くする経済

活動で良い傾向が見られた。しかしながら

高い失業率が依然として国の典型的な問題

だった。

99年での国内経済での平均雇用者数は103

万8,000人であり、これは98年よりもわずか

に少ない（0.5％）。2000年にはこの数字は

徐々に上昇し始め、2000年最初の９カ月間で

前年度同期比で0.2％上昇した。

CSBの労働調査によると2000年５月では前

年と比較してかなりの労働人員の減少が起こ

った。農業、狩猟、森林業では17.4％、漁業

で55.8％減少した。一方で鉱山、採石業での

雇用者は41.7％、製造業3.1％、ホテル･レス

トランで9.1％、商業で3.3％上昇した。

上記の変化は経済での構造改革の継続とロ

シア危機に起因している。

全雇用者数の中で５分の１（18.5％）が製

造業に従事し、７分の１が商業（15.3％）と

農業（14.2％）に従事している。

全従業員の85.3％が雇用され、4.1％が雇用

者であり、6.5％が自営業者であり、４％が

農業での無報酬の家族、親戚労働だった。

人々の雇用状態（15歳以上の雇用されてい

る住民の全人口比）は48.6％であり、過去４

年間にあまり変化していない。96年５月には

48.2％に達していた。多くの先進経済諸国で

は比率は60％かあるいはそれ以上である。

女性の雇用水準は今だかなり低い。最近わ

ずかな変動を示し、2000年５月には42.7％を

占めていた。女性の雇用率は男性のそれと比

較して13％低い。

現在のところ経済、社会的条件が男性に就

職の観点から有利な条件を保証している。し

かしながら、全体数での高等教育を受けた女

性の被雇用者での比率は男性のそれよりも

10％高く、小学校あるいはそれ以下の教育を

受けた被雇用者の間での比率は男性よりも

28％低い。

35～44歳の層での雇用水準は女性と男性の

間で75％である。若い層での低い雇用水準は

15～24歳では29.8％で減少の傾向にある。こ

れはある程度、高等教育、中程度の教育シス

テムでの学生数が増加していることと関連し

ている。

労働力では大部分は中程度の教育を受けた

人で占められ職業教育では62.2％、それより

高等教育を受けた人の比率は21.0％だった。

被雇用者の16.7％は基礎教育かそれ以下の教

育を受けている。99年のそれぞれの期間と比

較すると、労働減少にも関らず、より高等教

育を受けた人の数が多少増加している。

前年のビジネス活動の低迷も雇用人口の職

業構成に影響を与えている。農業、漁業の

熟練労働者数は20％下落し、機械設備のオ

ペレーターの数と調整人の数が７％減少し、

熟練工と職人の数が４％減少した。同時に法

律家と上級公務員、管理職者の数が11％増加

した。

公式の失業者の登録が始まって以来、99年

４月末には最高水準の10.2％（公式に記録さ

れた失業者数）が記録された。この登録され

た失業者数が2000年12月の始めには労働可能

な労働力の7.8％まで下がり始めた。

高失業率となっているのは、ラトガレ地域、

レゼクネ、バルヴィ、プレイリ、そしてクレ

スレバ地域（それぞれ25.6％、21.6％、20.1％、

22％）である。

2000年12月の始めに長期失業者は登録全失

業者7,500人近く減少したが、全体の失業者

の間での比率は28.7％と依然として高かっ

た。最も長期失業者の比率の高い地域はラト

ガレで、その中でもプレイリ地区（60.1％）、

レゼクネ地区（54 . 3％）、バルヴィ地区

（57.6％）が高かった。

2000年５月のCSB調査では、ほぼ４分の３

の求職者が６カ月以上に渡り求職活動し、１

年以上求職している人は56％に上り、それは

前年比で2.5％高かった。平均求職期限は96
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年の22カ月から2000年５月の28カ月に延びて

いる。

失業者の大部分は専門能力、特殊能力を身

につけておらず、それゆえに就業が困難とな

っている。基礎教育だけしか受けておらず、

あるいは未終了の者にとって職業教育を受け

ることは事実上不可能である。2000年５月で

の労働調査によると求職者全体の大部分の者

が職業教育を含めて中卒の履修者で全体の

62.8％を占めた。

2000年５月の調査の数値がラトビアの求職

者（15歳かそれ以上）が労働可能人口の

14.4％を構成し、それは99年５月よりも0.4％

高くなった。しかしながら失業者の大部分は

国家雇用斡旋サービスを受けずに自ら求職活

動し、失業者として登録されていない。

失業の分野で事態改善を目指す活動が幾つ

か存在し、これらは年間国家雇用計画を通じ

て協力関係ができている。国家的雇用戦略は

ラトビアではまだ存在しない。

（4）若年失業の解消目指す「2001年国家雇

用計画活動」

①　労働技術の完成の領域

国家雇用計画（NEP）は経済活動と労働

市場にマッチした職業教育、継続教育のシス

テムの創出を引き続き続ける。

資源を合理的に使用し、教育での適宜の質

を保証するために、PIPによって財政支援さ

れた活動は強力で、多面的な教育組織に集中

して実施された。これらの活動は、専門家を

必要とする市場と継続した教育の機会を提供

することである。

特に、若い失業者の雇用への積極的な支援

と長期的失業を避けるための活動に重点が置

かれている。また積極的な雇用対策手段に従

事する人員を増員させることも計画されている。

職業教育の改善での社会的パートナーの貢

献度を上げることと生涯教育の機会を提供す

ることのパートナーシップ精神の掲揚が計画

されている。

②　ビジネス開発の領域

ビジネスの障害と起業の制限を除外するた
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表29　登録失業者数の指標（注1）�

�

失業者数（人）�

失業率�

長期失業者数/完全失業数�

失業女性/完全失業者数�

若者失業者数�

（15～24歳）/失業者数�

年金受給前失業者（注2）/失業者数�

大学教育履修失業者/失業者数�

中卒失業者数（注3）/失業者数　�

職業教育履修失業者/失業者数�

小学校履修、もしくは未履修者数�

/失業者数�

�

�

90,819�

7.2�

31.2�

54.7�

�

20.0�

11.4�

6.0�

54.7�

14.6�

�

24.7

�

�

84,934�

7.0�

38.1�

59.4�

�

18.2�

12.4�

6.1�

51.9�

16.3�

�

25.7

�

�

111,383�

9.2�

26.3�

58.5�

�

16.4�

13.2�

6.8�

52.7�

16.6�

�

23.9

�

�

109,497�

9.1�

31.1�

57.4�

�

14.8�

13.7�

7.1�

52.3�

17.7�

�

22.9

�

�

94,270�

7.9�

29.3�

57.8�

�

14.9�

14.5�

7.0�

51.0�

19.2�

�

22.8

（単位：％）�

（注1）国家雇用サービスからの数値。�
（注2）女性は50歳、男性は55歳から年金受給年齢までの人口。�
（注3）中学校、同特殊中学校�
出所：経済省�

1996年� 1997年� 1998年� 1999年�
2000年�

（９月）�



めに大きな配慮が加えられる予定である。税

金管理の目的で提出が要求される文書量の削

減を通じて起業登録での納税者登録の一貫し

た手続きを導入することが計画されている。

また、ビジネスの事務上の障害と追加費用を

削減することが計画され、特に中小企業での

企業設立と事業拡張での手続きに注意が払わ

れている。

また、新雇用の創出を目的とした活動が促

進される予定である。これは社会的平等の形

成と地域全体の経済的条件を促進させる援助

領域で加速化した経済発展の機会を与える。

地方のレベルで新しい雇用の創出という機

会を十分利用するための活動と労働市場の完

全な満足も計画に含まれている。地方での失

業を削減するために地方経済の多様化の活動

を導入することと別の所得の可能性を開くこ

とが計画されている。

③　企業と従業員の間の内部柔軟性を育成さ

せる活動

雇用者協会（LDDK）と自由労働組合連盟

（LBAS）は個人、そして集団の労働協定締

結での最適化を行い、ある領域での新しい手

段を開発する手続き面での最適化を行ってい

る。被雇用者の訓練への投資を刺激し、労働

力の質を高め、労働合意の可能な限りの多様

化した基本を作るために集団契約締結を増や

し、新労働法にそれを順応させることが計画

されている。人的資源への投資障害の除去努

力が引き続き継続されるだろう。

④　労働市場での機会平等政策

労働市場の男女間の平等な機会を確保する

目的を持った活動を実現させ、雇用、そして

収入での性別による不平等を減少させ、家族

促進政策を刺激することである。

育児による家計の追加支出を生じる家族へ

の政府の援助活動を発展、導入し、財政援助

を増加させることが計画されている。

99年に閣僚は”雇用促進”コンセプトを承

認した。それはEUの要求の中にあり、ラト

ビア国家雇用計画が毎年採用されるべきだと

されている。経済省はこの計画の発展を調整

することを要求されている。このコンセプト

を導入するために、2000年の初めに、2000年

度の国家雇用計画が閣僚会議で考慮され、承

認された。2001年の国家雇用計画の草稿も準

備されている。

雇用促進活動の範囲はラトビアの経済、社

会、政治状況として認識された優先事項に沿

って草案が出された。草案は雇用促進の積極

的な手段とともに労働市場での立場を改善さ

せる失業者の個人的イニシアチブにも焦点が

置かれている。

2000年のNEPの中で雇用促進のための36

の活動があったが、2001年でのNEPでは総

額1,600万ラッツを伴う43の活動が計画され

ている。

2000年NEPでは以下が認識されている。

・労働力の質の改善

・若年労働者の雇用促進

・長期失業の減少

・労働市場での早期年金者の統合

・求職者、失業者に与えられるサービスの改善。

主として税源不足により雇用計画に加えら

れていない多くの必要な雇用促進活動があ

る。これらの活動は例えば、若い失業者の実

習、障害者でありかつ失業者となっている人

への補助金付加雇用、国家からの企業の訓練

とコンサルタント活動が挙げられる。財源が

労働市場調査、個別の自営業活動促進などに

も計上されていない。

ラトビアでのNEP実施の２年間の経験に

よると、この領域で最も重要な課題の一つが

計画の改善と導入における期限の時間の設定

と質であることが明らかになっている。

NEPの作成プロセスの資源調達とその改善

策の促進と雇用活動領域の拡大が、より早期

のEU加盟への機会を提供し、ラトビアの雇

用問題を解決するだろう。
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